
　各種控除は、社会構造変化に対応して合理的なものに見直す必要がある。とくに、人的控除につい
ては累次の改正の影響を見極めながら、適正化を図るべきである。

③個人住民税の均等割
　地方税である個人住民税の均等割についても、応益負担原則の観点から適正水準とすべきである。

（２）少子化対策
　少子化対策は、保育所の充実や保育士の待遇改善など本来的には国及び地方自治体が財政・行政
面で総合的な施策を講じることが肝要であり、子育て支援等の税制上の支援措置はその一環として検
討すべきである。

３. 相続税・贈与税関係
(１) 被相続人１人に対する法定相続人の数は減少傾向（平成１５年３．４０→令和２年２．７３）にある。さ

らに、基礎控除の引き下げや地価の上昇により相続税の課税件数割合が平成２７年の８．０％から令
和３年は９．３％と高水準に達していることから、基礎控除のあり方を見直す必要がある。
　また、現行の相続税の課税方式（法定相続分課税）は、相続人の相続額に応じた課税がされず、一
人の相続人の申告漏れが他の相続人にも影響する等の問題が指摘されており、課税方式のあり方につ
いても併せて検討することが必要である。

（２）経済の活性化に資するよう、贈与税の基礎控除を引き上げる。
４. 地方税関係

(１) 固定資産税の抜本的見直し
　令和５年の全国の公示価格は、全用途平均・住宅地・商業地とも２年連続で上昇し、上昇率が拡大
している。都市計画税と合せて評価方法および課税方式を抜本的に見直すべきである。
　また、固定資産税は賦課課税方式であり、納税者自らが申告するものではないことから、制度に対
する不信感が一部見受けられる。地方自治体は、税の信頼性を高めるためのさらなる努力が必要である。
①商業地等の宅地を評価するに当たっては、より収益性を考慮した評価に見直す。
②家屋の評価は、経過年数に応じた評価方法に見直す。
③償却資産については、納税者の事務負担軽減の観点から、申告対象外となる「少額資産」の範囲を国
税の中小企業の少額減価償却資産（３０万円）にまで拡大するとともに、賦課期日を各法人の事業年
度末とする。また、諸外国の適用状況等を踏まえ、廃止を含め抜本的に見直すべきである。

④固定資産税の免税点については、平成３年以降改定がなく据え置かれているため、大幅に引き上げる。
⑤国土交通省、総務省、国税庁がそれぞれの目的に応じて土地の評価を行っているが、行政の効率化の
観点から評価体制は一元化すべきである。

（２）事業所税の廃止
　市町村合併の進行により課税主体が拡大するケースも目立つ。事業所税は固定資産税と二重課税
的な性格を有することから廃止すべきである。

（３）超過課税
　住民税の超過課税は、個人ではなく主に法人を課税対象としているうえ、長期間にわたって課税を
実施している自治体が多い。課税の公平を欠く安易な課税は行うべきでない。

（４）法定外目的税
　法定外目的税は、税の公平性・中立性に反することのないよう配慮するとともに、税収確保のため
に法人企業に対して安易な課税は行うべきではない。

５. その他
(１) 配当に対する二重課税の見直し

　配当については、現行の配当控除制度で法人税と所得税の二重課税の調整が行われているものの
不十分であり、さらなる見直しが必要である。

（２）森林環境税
　令和６年度から施行される森林環境税について、現在、先行して別の財源を使って地方自治体に配
分（令和５年度は５００億円）されているが、その半分が使い残され基金として積み立てられていると
の指摘がある。これでは税が有効に活用されているとは言い難く、配分方法のあり方など、制度自体
を抜本的に見直すべきである。

（３）電子申告
　国税電子申告（ｅ－Ｔａｘ）の利用件数は年々拡大してきているが、さらなる促進を図る観点から、
制度の一層の利便性向上と、地方税の電子申告（ｅＬＴＡＸ）とのシステム連携を図る必要がある。
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藤沢法人会は
e-Taxを推進しています！

《はじめに》
　我が国の社会経済活動に大打撃を与えたコロナ禍はほぼ収束し、ロシアのウクライナ侵攻などを背景とした
急激な物価上昇も落ち着きを取り戻してきた。いまだ金融政策は異次元緩和から脱却できないでいるが、我が
国の経済財政運営は〝戦時〟から〝平時〟のそれに切り替える段階に至ったといえよう。
　こうした中で「成長と分配の好循環」による「新しい資本主義」を掲げる岸田文雄政権は新たに「異次元の
少子化対策」を打ち出した。人口減少という社会課題の克服を未来への投資と捉えた政策は重要といえるが、
問題はその財源である。必要な追加予算額を今後３年間で３．５兆円としながら、その財源について消費税を含
め新たな税負担は考えず歳出改革などで確保するとしている。一体、どの歳出をどう削減して財源を捻出する
のか、具体論は先送りされた。
　財源の曖昧さは少子化対策に限ったことではない。防衛力の抜本強化では５年間で総額４３兆円の防衛費を
確保するとし、一部増税を含む具体的な財源を示した。しかし、増税以外の財源が内包する問題を見逃しては
ならない。例えば決算剰余金の活用であるが、これは景気などに大きく左右される。国家の根幹である防衛力
を担うに足る安定財源とはなり得ないであろう。
　このように歳出だけを先行させ、財源論を置き去りにする手法は財政規律を決定的に毀損させかねない。ま
ずは２０２５年度の基礎的財政収支（プライマリーバランス＝ＰＢ）黒字化目標を確実に達成せねばならないが、
その後の財政健全化の議論も並行して開始する必要がある。その際には財政規律を確立するための新たな健全
化目標や実効性を担保できる財政運営手法が欠かせまい。
　コロナ対策で積みあがった国債の返済計画も忘れてはならない。先進国の多くはその具体的な返済計画を実
行に移し始めており、我が国だけがこれを封印したままでいることは許されない。
　また、地域経済や雇用の担い手である中小企業にはコロナ禍で体力を奪われ立ち直れないところも少なくな
い。事業承継や導入された消費税のインボイス制度などへの対応も合わせ、税財政上のきめ細かい支援が必要
であろう。

《令和６年度税制改正スローガン》
〇財政健全化は国家的課題。負担を先送りせず現世代で解決を！
〇企業への過度な保険料負担を抑制し、経済成長を阻害しない社会保障制度の確立を！
〇経済再生には中小企業の力が不可欠。健全な経営に取り組む企業に実効性ある支援を！
〇中小企業は地域経済と雇用の担い手。本格的な事業承継税制の創設を！

《税目別の具体的課題》
１. 法人税関係

(１) 役員給与の損金算入の拡充
①役員給与は損金算入とすべき

　現行制度では、役員給与の損金算入の取り扱いが限定されており、とくに年度途中の報酬等の改定
には厳しい制約が課せられている。役員給与は、本来、職務執行の対価であり、原則損金算入できる
よう見直すべきである。

②同族会社も業績連動給与の損金算入を認めるべき
　経営者の経営意欲を高め、企業に活力を与える観点から、同族会社における役員の業績連動給与
についても、一定の要件のもと、損金処理を認めるべきである。

（２）交際費課税の適用期限延長
　交際費課税の特例措置については、適用期限が令和６年３月末日までとなっていることから、その
延長を求める。

（３）中小企業向け賃上げ促進税制の適用期限延長
　中小企業向け賃上げ促進税制については、適用期限が令和６年３月末日までとなっていることから、
その延長を求める。

２. 所得税関係
(１) 所得税のあり方
①基幹税としての財源調達機能の回復

　所得税は重要な基幹税の一つであるが、各種控除の拡大などにより空洞化が指摘されている。基幹
税としての財源調達機能を回復するためにも、所得税は国民が能力に応じて適正に負担すべきである。

②各種控除制度の見直し

去る９月１９日開催の公益財団法人全国法人会総連合の理事会において「令和
６年度税制改正に関する提言」が下記のとおり決議された。

税制改正に関する提言
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